








































































(3) 日-16.10.14<不当利得返還(不明))最 I判平成 16年 10月14日の島
田補足意見は，民法900条4号ただし書前段の合憲性について， H司 15.3.31
〈預金返還(不明))最 1特における自らの補足意見を援用する。





























































































































































































6) 小林・部出ニ《消滋主義 II))向浅 14)158頁。














(1) H“22.3.10 (遺留分減殺(非婚))策京高判平成 22年 3月 10日1)(判タ






























(2) H“23.12.21 <遺留分減殺(前))名古屋高特王子成23年 12丹21日(裁判



















































































H-22. 3.10 <遺留分減殺(非婚))東京高判は， iヨーロッパ諸国において




H-22. 3.10 <遺留分減殺(非婚))東京高判は，また， i我が国が平成6年に








































































括してYに相続させる旨遺書ぞしたところ， Xが， Y (こ対し滋留分i絞殺諮求の慾怒
表示をし，後指続人の稲続財産について 6分の lの持分を有することの確認等を求























理的な規定といわざるをナ得ず，憲法 14条 1項に違皮」し， i無効であるJ2)と
し，原判決ぞ変更する。









難であるj とし，本件規定は， i憲法 14条 l項に違反して無効であり，原判
決は破棄すべき」という。











対意見は， H時 15.3.31<預金返還(不明))最 1 判での自らの反対意見~援用


























































H-15.3.31 <預金返還(不明日最 1判の深沢民対意見は， i日本政府は，臨
捺連合人権委員会に対し，市民的及び政治的権利に関する国際規約40条に
基づき『嫡出である子と摘出でない子の法定相続分営向等化する法改正を検
訴しているoJとの報告を提出したが，向 10年 1舟，問委員会は， これに
対する最終見解において，日本政府に対し，民法900条4号を含む法律の改
正のために必要な措置をとることを勧告するとともに，この点を含む報告の





























































ければならないj という o H-16.10.14 (不当初得返還(不明))最 1判の才口反対窓


























(1) H-5. 6. 23 (遺産分割(不明))東京高決王子成う年6月23自(判時 1465
号55頁，0)→ H-4.12.08(遺産分割(不明)}千葉家君主)は，民法 900条4号ただし







あることの 2点が論証されなければならないj という。そして， 1適法な婚
姻に基づく家族関係を保護するという立法の目的それ自体は，憲法 24条の
趣旨に照らし，現今においてもなお，尊重されるべきでありJ，1重要なもの




うかも，はなはだ疑わしい」とし， 1民法 900条 4号担書前段の規定は，



























とし町民法900条4号ただし害前段は， 1憲法 14条 l項に違反して無効で
あり，顕決定を破棄すべきJとする。なお， 1本件規定を違憲と判断すると
しても，当然にその判断の効力が遡及するものでないJという。












い「非嫡出子の相続分を嫡出子の 2分の lと定める民法 900条4号ただし
書の規定は憲法 14条 l噴に違反するj という。













見は，憲法 13条，憲法 24条2壌の f趣旨は相続等家族に関する立法の合憲
性合判断する上で十分尊重されるべきj というものであり，憲法 14条 l項
の趣旨は， I個人の尊厳という民主主義の基本的理念に照らして， これに反
するような差別的取扱を排除する趣旨と解されるjという九 H-15.3.31(護

















H-5. 6. 23 (遺産分割(不明))東京高決も同旨。
(b) 妻に不利益とならない













































































































































































































5) 米沢広一・判例セレクト '93(法教 162別限付録)10頁 (19悦)。
6) 二宮周平・判タ 838号68]言 (1994)。
i) 伊藤昌湾・判評422(判時 1482)号 205頁 (1994)。
8) 中)11i享・ひろば48巻 10号 52頁(1995)。
9) 青柳幸一・別冊ジュリ 186号 65Jf (200i)。


























































































































































5) ミ三宅・前出ニ《消怒主義 II)(ニ)注 20)130賞。




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































見とは， ~毛質なように見えるが，弱者とも「著しく不合理かJ を問う点で， また，
123 
個人の毒事厳lこ言及しない点で強い共通性なもつ。















































ぞ用いた H-21.9. 30 <透度分割(後))綬 2 淡の今井反対窓~Iま， r本件規定を遼怒と
判断することによって，法的安定伎を察するおそれのあることは否定できないが，
その程度は補足意見が述べるほど著しいものとはいえないJと反論する。
5) 泉裁判官は， H-15.3.31 <預金返遼(不明))最 1 半uの反対慾~において， r立法呂
的iE~・司王設は合理性なし j アプローチ ~ffl いたが，その後，東京都保健婦管怒絞
判決(最大事j王子成 17年 1月26日〔民集 59巻 1号 128支))一一東京都lこ保健婚と
して採用された者が，王子成 6 年度及び陀 7 年度に東京事~人事委員会の実施した管潔
職選考会受験しようとしたところ，日本の溺籍含有しないことを理潟に受験が認め
られなかったため，都に対し恕謝料の支払等を諮求したー…の反対意見では， r立法
自的正当・手段は鼠約と 2寝室主的I~B率性なしj アブローチ ~ffl いた。悶籍法判決(最







~・手段は臼的と実質的関連性なし j アプローチを淘いている。 ì竜弁裁判官は，














f子Jと記載することになっており，その記裁ガj去が憲法 13条， 14条， 24条等に
遼反するかが事実婚カッフソレによって争われたーーの 1若手，京地判平成 3年5月












うことはできないj とし，市長が住民察lこ非嫡出子の世帯主との続柄を f子j と
記裁したことにつき，住民等の権利ないし利益を答するか否かにかかわりなし
国賠法上の途jまがないとした。
戸籍記絞事件……昭和 22年 10月 14日民事申第 1263号民事局長通達における
戸籍の続柄の定め方についてのF付録第 6号ひな形及び約録第 24号ひな形は，婚出
子については「長男JI長女JI二男JI二女j等の例によって記載し，非矯出子に
ついては， I努JI女j と記殺するものとし，その記載方法が慾法 13条， 14条に
途反するかが事実婚カップノレによって争われたーーの H善，東京高i'U平成 17年 3
月24日(芋ua寺1899号101][)は， I民法の諸規定は，予が嫡出子か非嫡出子かに
よって，毅族又l主総統法上の権利義務関係に差異をと設けており(民法 779条， 790 











































































又は「女jの記絞を， i J]毛:9'!(二男)j， i長女(二女)j等lこ改めたいとするゆ出が
あった場合には，続柄織の記載を?改めるとした。その他，児童扶養子治法施行令
l条の 2第 3号末尾の招弧会 婚婚外の児援が父から認知されたときは児主主扶
養手当そ支給しないと規定するーーが去を:法 14条{こ反するかが争われた事件の最 1
半日平成 14年 l月九日(民主主56巻 l号 246頁)は， il寝かに，婚熔外線胎児童が
父から認知されることによって，法律上の父が存複する状態になるのであるが，






たとしても，依然として法4条 l項 1号ないし 4一号に準ずる状態が続いているj



































H-15. 3. 31 (主義金返i翠1H-16. 10.14 (不当手iJ1環籍法判決・霊登大学U1 H-21. 9. 30 (透度分割
(不明))景1事U 1等返還〈不明))鐙 11平成20年6月4臼 1 (後)):緩2決
i約 i
E53《i高1Il)))を織の瓶、 i幻自I))鴻5去の疑~ .J (綴I))女合怒約腕 i
Iが淡い jいが淡い /'! 伎なし 3 
1 1((後II)口合理性なし_I(綴I))女合狸的関連 l才ロ i ぷ勢
I ~性なし 1 
!((綴I))女合怒約関i事H綴I))口合理約関i車3

























-ー時制--ω ーー -ー~-鴨脚伊田ーーーー時]塑主主1.'側- -ーーー 3


















































1E~ち・手段 l主著しく不合理でないj アブローチを用いた。《積極主義 III)) のアプ
ローチから《潟極主義II))のアプローチに消緩主義化しているので，図書卒では¥、で
表示するが，非嫡出予招続訴訟を起点とすれば，ノの表示となる。
















































































野紀子・ジュリ 1126考76][[1998)) 0 
9) フランスにおけるパスク法他，向性のカップノレ{こ法的保陣営与える動きもある。
大村敦志・ジュリ 1237号 113]主 (2003)，辻村みよ子 Fジェンダーと法J147 J主
(2005)，二玄関守l.r家族と法J63][ (2007)他参照。
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